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企業の戦略的知的財産活動を支えるため、知的財産情報活用の観点から以下の検討と
提言を行う。

１．特許庁 インターネット出願に対するユーザーとしての検討と提言

２．知的財産情報統合システムの機能の検討と提言

３．特許庁「業務・システム最適化計画」に対するユーザーとしての検討と提言
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システム委員会の活動成果システム委員会の活動成果

・特許庁との意見交換会
・発明提案管理システムの研究
・各国の電子出願制度の研究

・企業内知財システムの検討
･知財情報活用手法の検討

ユーザ代表として提言

第１小委員会 第２小委員会
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各国特許庁

これからの活動テーマこれからの活動テーマ

グローバルな知財統合システムの構築

社内システム

企業内システムの統合企業内システムの統合

自社内他システムとの連携
他部門で活用しやすい知財情報発信
他部門システムとの効率的な連携

特許事務所との連携

各国特許庁とのオンライン化各国特許庁とのオンライン化

外国特許庁のオンライン出願状況は？
企業内システムの外国特許庁とのオンライン化検討

ＪＰＯ次期システムとの連携ＪＰＯ次期システムとの連携

特許庁総合基盤システムで知財業務はどう変わる？
インタラクティブ申請
公報・審査情報の活用




